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三井住友建設άϧーϓɺࣾ ձ課題のղܾʹ͚ͯ価値創造Λਪ͠ਐΊɺ2030のকདྷ૾ 
l৽͍͠価値Ͱʮͻとʯとʮ·ͪʯΛ͑ͯͭ͞͞な͙άϩーόϧ建設ا業zの実ݱΛ͖͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

1 ɹ࣋ଓՄなࡁܦとࣾձ課題のղܾ
イノベーションを通じて社会に有用で安全な商品・サービスを開発、提供し、持続可能な
経済成長と社会課題の解決を図ります

2 ެਖ਼な事業ߦ׳
 法令、社会規範、国際ルールならびに企業倫理の遵守への意識を高め、公正、透明、自由
な競争ならびに適正な取引、責任ある調達を行います

3 ެਖ਼なใ։ࣔɺݐઃతなର
 企業情報を積極的、効果的、公正に開示し、幅広いステークホルダーと建設的な対話を
行い、企業価値の向上を図ります

4 ਓݖのଚ重
 人権を尊重し、人を大切にする企業の実現に努めます

5 ٬ɾϢʔβʔとの৴པؔސ
 顧客・ユーザーに対して、商品・サービスに関する適切な情報提供、誠実なコミュニ
ケーションを行い、満足と信頼を獲得します

6 ಇ͖ํのվֵɺ৬ڥのॆ࣮
 従業員の能力を高め、多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現するとともに、健康と
安全に配慮した働きやすい職場環境を整備します

7 題への取り組みڥ
 地球規模での環境への貢献が求められていることを認識し、環境の保全、維持、改善に
主体的に取り組みます

8 ࣾձࢀըとൃలへのݙߩ
 積極的に社会に参画し、健全で持続的な社会の発展に貢献していきます

9 ཧのపఈػة
 市民生活や事業活動に脅威を与える反社会的勢力の行動やテロ、サイバー攻撃、自然
災害等に備え、組織的な危機管理を徹底します

10 Ӧτοϓのׂܦ
 経営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識して経営にあたり、
実効あるガバナンスを構築して自社に周知徹底を図るとともに、サプライチェーンにも
本憲章の精神に基づく行動を促します。また、本憲章の精神に反し社会からの信頼を失
うような事態が発生した時には、経営トップが率先して問題解決、原因究明、再発防止等
に努め、その責任を果たします

Corporate
Principles

ʮࣾһ活ྗのଚ重ʯ
社員の個性と能力が遺憾なく発揮でき、
働き甲斐のある、開かれた闊達な

会社を創ります。

ʮ٬ސຬのٻʯ
高い技術力と豊かな創造力の向上に
努め、顧客そして社会のニーズと
信頼に応えて、高品質な建設作品と

サービスを提供します。

ʮגओՁの૿େʯ
徹底した効率経営と安定した収益力に
より、事業の継続的発展を実現し、
企業価値＝株主価値の増大に

努めます。

ʮࣾձੑの重ࢹʯ
公正な企業活動を行い、
社会から信頼される健全な
企業市民を目指します。

ʮڥٿへのݙߩʯ
人と地球に優しい建設企業の

在り方を常に求め、
生活環境と自然の調和を
大切に考えます。

ཧ೦ମܥ
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Ձのྺ࢙ɹʙ౷߹·Ͱのาみʙ

三井住友建設ɺ三井άϧーϓɺ住友άϧーϓの建設ձࣾとͯ͠าΜͰ͖ͨ三井建設ɺ住友建設のҨࢠΛड͚
ஙΛՃߏとスςークϗϧμーのχーζʹରԠ͢る事業ମ੍の࣌ɺ2003ʹੜͨ͠૯߹建設ձࣾͰ͢ɻ͗ܧ
ͤ͞な͕Βɺ͍ ͭの࣌Ѫ͞Εるීวత価値Λੜみग़͍ͯ͠·͢ɻ

写真提供：
三井文庫

写真提供：住友史料館

嵐山橋

スリランカ国会議事堂 大川端リバーシティ21

保津橋

1982 ৸αϯϋΠπ
労務の平準化と習熟効果が
期待できるDOC工法を初
採用

1982 εϦϥϯΧࠃձٞ事ಊ
スリランカにおける自然環境
との調和手法

1987 ϕϧɾύʔΫγςΟλϫʔ(౩
日本初の高さ100ｍを超え
る超高層マンション

1991 େϦόʔγςΟ��"౩
超高層、高密度、新しい住ま
いのかたち
超高層住宅のパイオニア

1996 ϕΠγϣΞίϯυϛχΞϜ
シンガポールにおける超高
層住宅

1999 ηϯνϡϦʔύʔΫλϫʔ
54階建て高さ170ｍを超え
る超高層マンション

1959 ཛྷڮࢁ
ドイツ企業により開発された
ディビダーク工法を日本初
採用

1966 སจԽձؗࢁ
丹下健三作品　2016 免震
レトロフィット工事による
耐震改修

1973 λʔνϟϯڮ
タイ初のPC橋

1974 ֎ڮ
世界初のトラス張出し工法
によるアーチ橋

1987 ΦΠϨε業5$౩
日本初LRI免震ビル

1989 ΞαϊϏϧσΟϯά
世界初の中間階免震建物

1994 খాݪϒϧʔΣΠϒϦοδڮ
世界初のエクストラドーズド橋

ʹʢ����ʣݩɺԆๅ࢙Ҫのྺࡾ Ո
ຊொʢதԝ۠ຊށߐɾژར͕ɺ౦ߴҪࡾ
ژళʯΛɺޖޙҪӽࡾຊੴொʣʹʮڮ
りɻՈ๏ʮफࣟ·࢝ೖళΛઃ͚ͨの͕ʹ
ҨॻʯͰʮਓʯʹ য͕ͯΒΕɺࡏݱの
ʮਓのࡾҪʯとݺΕるΏ͑ΜͰ͋るɻ

ॅ༑άϧʔϓの事業ɺ���前のೆ൮
ਧのٕज़։ൃʹ࢝·りɺผࢠಔࢁの։と
とʹൃలΛ͖͛ͯͨɻҰՈのߦ動ࢦ
とな͖ͬͯͨの͕ɺॅ ༑༑͕͍の৺ಘ
とͯࣔ͠͠ ʮͨจघӃࢫҙॻʯͰɺॅ ༑の
事業ਫ਼ਆのݯとͯ͠ݱʹ·Ͱ͑ΒΕͯ
͍るɻ

ɺΦϑΟεのध要ʹԠ͖͑ͯͨ͘ڧʹஙݐ
ઃձࣾݐҪάϧʔϓのࡾ

ʹ͘ڧɺΠϯϑϥͰଟ͘の
࣮Λॅ͖ͨͯ͠༑άϧʔϓのݐઃձࣾ

三井グループ

住友グループ

1887
ຊ݈࣍ɺՎࢁʹຊ組業
三井建設のルーツである西本組を継いだ西
本健次郎が率いて請け負った京城・義州間
の軍用鉄道敷設工事を契機に、西本組は全
国的に認知される。

1945
Ճʹ͍ࢀຊࢿձࣾのࣜג࢈Ҫෆ動ࡾ
ձࣾʹվশࣜג業ઃݐҪࡾ
三井建設工業の誕生は、四大財閥として初
めての建設業進出となった。終戦後の苦難
の時代を乗り越え、日本の復興に貢献。

1952
ձࣾへとվশࣜגઃݐҪࡾ
GHQによる財閥解体指令を免れるため
1946年より三建工業へ改称していたが、
1952年の政令廃止を受け、三井の社名へ
と復帰。社員の士気を高め、経営全般に絶
大な好影響をもたらした。

ࣾάϧʔϓの
εςʔΫϗϧμʔ

（注）下記年表に表示したアイコンは、影響のあったステークホルダーを示しています。

٬ސ ओג
ʢࢿՈʣ ࣾһ ࣾձ ڥ ͯ͢

1981 ΒΒΆʔとધڮγϣοϐϯάηϯλʔ
ʢݱΒΒΆʔと50,:0�#":ʣ
日本最大規模　
大型ショッピングセンターの先駆け

1996 ϛϟϯϚʔɹηυφϗςϧ
施工当時ヤンゴンを代表す
る大型高級ホテル

合
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1876
ॅ༑ผࢠಔࢁのݐங෦Λとʹ
前となるํཱ
経営合理化と施設の近代化の一環として創
設。発足と同時に別子運輸の主要な幹線と
して大きく貢献する牛車道の工事に着手。

1950
ผݐࢠઃࣜגձࣾとͯ͠ൃ
業界の自由競争激化を乗り切るべく、技術力
と社会的信用、全体の一致協力体制の確立を
図る。1951年にはいち早くプレストレスト
コンクリート（PC）技術に着目するなど、工
種の多様化に取り組む。

1962
੩Ԭのউ࿊組と߹ซ͠ɺ
ॅ༑ݐઃࣜגձ͕ࣾൃ
建築施工面で大きな実績のある勝呂組と合併
し、業容を拡大。安全管理の強化、新技術の開
発などに取り組み、企業体質改善に係る多く
の課題解決に奔走。 2001 ༖൹ڮ

世界初の複合エクストラドー
ズド橋

2002 ϥɾτΡʔϧਆָࡔ
日本初の本格的な超高層中
間階免震建物
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価値創造の歴史　～統合後の歩み～

三井住友建設は2003年の合併以降、土木事業と建築事業を当社のコアとして、国内外での事業展開のみならず、
新たな価値の創造にも取り組んでいます。これからもステークホルダーの期待に応えるべく幅広い視野を持ち、
安全で快適な社会の実現に貢献していきます。

平木尾池水上太陽光発電所 別埜谷橋

2006
  

ららぽーと柏の葉
建築環境総合性能評価（CASBEE）Sク
ラスを取得した商業施設

2008
 

占冠トンネル
遠心力トンネル吹き付け工法で施工延
長3,000mを達成

2010
   

武蔵野タワーズ
スクライム−H工法初適用

2012
  

パークホームズ横濱岸根公園	
フォレストスクエア
SuKKiT採用第1号案件

2015
 

ベトナムのニャッタン橋（日越友好橋）	
カンボジアのネアックルン橋（つばさ橋）
ニャッタン橋：鋼管矢板基礎工法ベトナ
ム初適用
ネアックルン橋：コンクリート斜張橋の
支間330m�アジア最大級規模

2018
  

田久保川橋（寺迫ちょうちょ橋）
世界初のバタフライウェブ橋　
当社2件目のfib最優秀賞受賞

2018 タザラ交差点改良工事
タンザニア初となる交差点の立体交差
化および道路改良

2019
   

武庫川橋
日本の高速道路橋として初となる
IABSE（国際構造工学会）作品賞優秀
賞受賞

2021
  

ブリリアタワー有明ミッドクロス
SuKKiTシリーズの超高層住宅

2022
  

北陸新幹線、深山トンネル他
ラムサール条約湿地の環境保全に配慮
した施工

2022
   

ブリリアタワー聖蹟桜ヶ丘
ブルーミングレジデンス
超高層ZEH-M�Oriented

「新しい価値で『ひと』と『まち』をささえてつなぐ
グローバル建設企業」を目指す

2003
三井住友建設株式会社	創立

2016  
グローバル人材の育成に向けて
HDC（Human	Resource	
Development	Center）を開設�
世界中で活躍する多様な人材を育成

2017  
当社水上太陽光発電事業	第1号：
平木尾池水上太陽光発電所竣工

2020  
世界初の超高耐久橋梁（Dura-Bridge®）：
別埜谷橋完成

2019 
2030年の将来像

2020 
グローバル化宣言

2004  
日本の橋梁として初めてfib最優秀賞
を受賞した青雲橋完成�

2005    
フルプレキャスト工法となるスクライム
（SQRIM）工法を初適用した
ヨコハマタワーリングスクエア竣工

2006   
タイとラオスの国境であるメコン河を
跨ぐ第2メコン国際橋完成

当社グループの
ステークホルダー

（注）下記年表に表示したアイコンは、影響のあったステークホルダーを示しています。

顧客 株主
（投資家） 社員 社会 環境 すべて
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コーポレートブランドマークの由来
超高層ビルディングとハイウェイを主要なモチーフ
として、「技術」「先進」「創造」の企業イメージを
洗練性を感じさせるブルーのシンボルカラーで
表現しました。

サステナビリティ
関連・その他

中期経営計画の
変遷

2006-2008
再建の3ヵ年

2009-2010
構造改革の
3ヵ年

（2009-2011）

2010-2012
競争力強化の
3ヵ年

2013-2015
「挑戦」

～新たなる飛躍へ～

2019-2021
変革の加速

1.建設生産プロセスの変革
2.海外事業の強化
3.事業領域の拡大

2022-2024
新たな成長へ

～サステナブル社会の実現に向けて～
1.収益力の向上
2.成長分野への挑戦
3.人材（＝人財）基盤の強化

2016-2018
信頼の回復と
企業価値の向上

施工実績

※�2次中期経営計画
の見直し

2021
サステナビリティ基本方針
人権方針
カーボンニュートラルロードマップ
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経営理念　三井住友建設グループ企業行動憲章　➡P.2、3

三井住友建設グループは、いつの時代にも愛される普遍的価値を生み出しながら、ステークホルダーの皆さま
の喜びや幸せを形にするものづくりを大切にしています。
築き上げてきた実績や強みを活かしながらバリューチェーン全体での価値創造を推し進め、社会と当社が共に成
長し、共通価値を創出することで、社会課題の解決を図ります。

INPUT ➡P.10 OUTPUT & OUTCOMEビジネスモデル

ステークホルダーとの関係 　信頼　ブランド

持続可能な仕組み 　コーポレートガバナンス

価値創造プロセス

人的資本

製造資本

社会・関係資本

知的資本

財務資本

自然資本

•	連結売上高 4,670億円

•	連結営業利益 160億円

•	ROE	 9 %以上

•	総還元性向 50%程度

安全・品質

•	死亡・重大災害 ゼロ
•	度数率 0.5 以下

•	品質不具合	 ゼロ
生産性向上

•		社員総労働時間当たりの	
完成工事高（2020年比） 5 %向上

カーボンニュートラル

•		CO₂排出量削減
（2020年比） Scope1+2 ▲20%

Scope3 ▲10%
人権

•		人権デュー・デリジェンスの定着	
（人権リスクへの対応）
•		救済メカニズムを運用

D&I

•		女性管理職比率 3.0 %以上

•	障がい者雇用率 2.3 %以上

•	外国籍社員採用	 毎年度3～5 名採用

•	嘱託再雇用率	 毎年度再雇用90 %以上

目指す価値

1 		事業成長・規模の拡大による	
経営基盤の強化

2 	安定的な財務基盤維持
3 	着実な配当成長の実現

2030年目標

•	連結売上高	5,500～6,500億円

•	連結営業利益		 300～350億円

•	ROE 12%以上

目指す価値

1 	気候変動リスクの軽減
2 		安全・安心な社会の実現	
（レジリエンス向上）
3 		人権の尊重	
ダイバーシティ&インクルージョン

2030年目標

•		CO₂排出量削減（2020年比）
Scope1+2　▲50%

Scope3　　　▲25%

当社グループが目指す
2030年の将来像

➡P.13

三井住友建設の強み

三井グループ・
住友グループの
ネットワーク

PC橋梁技術
工業化工法

プレキャスト技術

アジア地域での
プレゼンス

グローバル人材

水上太陽光
発電技術

2nd Stage
中期経営計画
2022-2024
➡P.14

新たな成長へ
～サステナブル社会の実現に向けて～

収益力の向上 	 成長分野への挑戦 	 人材（＝人財）基盤の強化

マテリアリティ　➡P.44

1
持続可能な
社会の実現

2
安全で快適な
社会の実現

3
魅力ある

職場環境実現と
人材の確保・育成

4
経営基盤の
強化

2024年度目標 2024年度目標

企業の成長 社会の成長新たな成長の姿

新
し
い
価
値
で「
ひ
と
」と「
ま
ち
」を

さ
さ
え
て
つ
な
ぐ
グ
ロ
ー
バ
ル
建
設
企
業

2030年の
将来像新たな価値の提供

事業エリアの拡大
海外事業

土木事業 再エネ事業
総発電量10.４ＭＷ

環境技術
超高耐久構造技術
省エネ・創エネ技術

建築事業

コア事業強化

アジアを中心に
14カ国に進出

アフリカエリアへの拡大

新しい価値で
「ひと」と「まち」を
ささえてつなぐ

グローバル建設企業

新しい価値で
「ひと」と「まち」を
ささえてつなぐ

グローバル建設企業価
値
提
供
エ
リ
ア
の
拡
大

提供価値領域の拡大

コア事業コア事業

2030年の将来像2030年の将来像

目指す領域目指す領域
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ࣾܦӦࢿຊと����ʹ͚ͨ取り組み

େ͖͘มԽΛଓ͚る事業ڥʹରԠ͍ͯͨ͘͠ΊʹɺΑりݻڧな事業ج൫Λߏங͍ͯ͘͜͠と͕三井住友
建設άϧーϓʹとͬͯඞਢ課題Ͱ͢ɻࣾا業ཧ೦ ʮʹࣾһ活ྗのଚ重ʯΛ͓ͯ͛ܝりɺࣾ һ͕ࣗΒのເΛ実
Ͱ͖るձࣾΛཧと͍ͯ͠·͢ɻ͜ݱ のਓతࢿຊΛத৺とͨ͠ܦӦࢿຊΛ事業ʹೖ͠ɺ事業活動Λ௨ͯ͡

経営資本 当社が考える資本の分類および説明 インプット 2030年の将来像実現に向けた取り組み
人的資本
རӹのݯઘͰ͋る
ਓࡐʢਓࡒʣ

• 当社の財産は人材であり、「社員の幸福」を「企業の成長」へとつなげることを目指してい
ます。
• すべての社員が等しく「成長」や「活躍」の機会が得られ、多様な人材が存分に活躍できる
職場環境の構築に注力しています。

•従業員数　連結����人　単体����人
• 教育関連投資　���万円／人
グローバル人材開発センター（HDC）※1, 2の運営
※1（日本、フィリピン、インド、タイ）（2022年4月）
※2 Human Resource Development Center

•「健康経営優良法人2022」認定

• ダイバーシティ＆インクルージョンへの取り組み
[P.50～53参照]
• 在宅勤務の恒久制度化　• 産休産後制度の充実化
• グローバル人材の確保・育成 [P.49参照]
• 外国人採用（海外大学卒業生の採用）
• 職種および階層別研修体系の構築・実施

製造資本
る͑ࢧとͦΕΛݱ
ʹΑるձࣾɾؔ
҆શɾ҆৺なʮのͮ り͘ʯ

• 当社最大の製造資本は、ものづくりの最前線である建設作業所（現場）です。
• 「現場力の強化」によって、工事収益の向上に取り組んでいます。
• 国内外に有している、各事業所、関係会社、工場等、グループ一体となった現場支援体
制の構築に取り組んでいます。

•事業所　国内��支店、国際支店海外拠点�カ所
•関連会社子会社��社　関連会社�社
•プレキャスト製造拠点̓ カ所
•建設作業所 ॡҊ݅ ���

Ҋ݅ஙॡݐ ���
ւ֎ॡҊ݅ ��土木��、建築��

•  安定的な収益確保と成長分野への挑戦
• ஙݐ  社会変化に伴う新たなニーズに応え得る価値

提供への挑戦
• ւ֎  事業規模の拡大に向けた新興国への進出、

顧客領域の拡大等
• ֤事業෦   [P.28～36参照]
•プレキャスト製造拠点のネットワーク強化
•関係会社との連携強化によるグループ総合力向上
• 会社概要  [P.80参照]　

社会・関係資本
建設ʹΑるιリϡーション提ڙͰ
ࣾձとͭな͕る
ωοトϫークΛ
ஙߏ

• 歴史ある三井・住友両グループの一員である当社は、協力会社組織である真栄会と共
に、各事業を通じて、社会の幅広いステークホルダーとの幅広いネットワーク・深い信
頼関係を構築することで、「社会から必要とされる企業」を目指しています。

• 三井グループ、住友グループに属する唯一の総合建設会社
•真栄会（協力会社組織）����社
• 豊富な実績　PC橋梁����橋、住宅����ສ戸、
　海外の進出国��カ国
•地域貢献、レジリエンス、安全・安心
• 中学生・高校生を対象とした企業訪問受け入れ　
�校（2022年度）

• 2030年の将来像 [P.13参照]
• 安全で快適な社会の実現 [P.47参照]
• 三井・住友両グループ各社との関係
（継続的な取引、共同研究等）

知的資本
҆શͰ͞Βなるշదੑの
提ڙと࣍ʹͭな͕る
のج൫となる
ज़ྗٕ͍ߴ

• 当社は「ものづくり」のプロセスを大切にしており、独自の建設技術、特許技術、施工品
質に係るノウハウを多数有しています。

• 製造業の安全品質向上を目指す価値観を、当社では「究極品質」と呼び、社会の信頼と
お客さま満足の向上に向けた品質の確保を図っています。

• 特許取得件数���件
•研究開発費����億円
•「究極品質」への取り組み
•建設プロセスにおけるDXの推進
•独自の建設技術 ๏.*๏ɺ4233&41 
•環境技術　%VSBγϦʔζ、ZEB／ZEH
• 再エネ関連技術 1VLBUUP（水上太陽光フロートシステム）

•「究極品質」に向けた取り組み
•  建設現場におけるデジタル技術の活用
「ラクカメラ®」「Ｒｏｂｏｔａｒａｓ®Ⅱ（ロボタラス®Ⅱ）」
•  工業化工法、省力化工法のさらなる進化
• ライフサイクルに配慮した超高耐久構造物
「Dura-Bridge®」の適用推進
•「洋上での浮体式太陽光発電」の実用化 [P.32参照]
※「東京ベイeSGプロジェクト」に採択

財務資本
҆ఆతなࡒج൫のߏங

• 株式や借入金などで調達した資金をもとに、各事業（土木事業・建築事業・海外事業）に取
り組んでいます。
• 着実な利益計上により、より充実した株主還元や成長投資などに対応できる財務基盤の
健全化を早期に実現していきます。

• 総資産����億円
•純資産額���億円
•自己資本比率����%
•サステナビリティボンドの発行��億円

•   収益力向上推進／政策保有株式の縮減取り組み
•  財務体質の健全性を維持しつつ株主還元を拡充
•  成長投資への適切な資本配分
•  最適な資本構成の追求　フィナンシャルレビュー [P.37～
39]、財務情報 [P.72～75参照]

自然資本
事業の࣋ଓੑ্と
ڥٿอޢɹɹɹ

• 人々のくらしと密接した事業を営む当社は、社会との共存共栄を図るべく資源の効率的
な活用に努めています。
•「2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ」の実行に加え、循環型社会への貢
献として、建設廃棄物のリサイクル率の向上、自然共生社会への貢献として、生物多様
性に及ぼす影響の回避、最小化を推進しています。

• エネルギー使用量������MWh
•水使用量�����km3
•建設資材使用量������kt
•太陽光発電所�カ所����MW
• 建設廃棄物のリサイクル率　
 ����%　 ஙݐ ����%　

•   事業活動におけるCO₂排出の削減
（グリーン電力の採用促進等）
•CO₂排出量の少ない代替燃料の使用
• 水上太陽光発電を軸とした再生可能エネルギー
発電事業の実施
•川下側におけるCO₂削減に向けたZEB／ZEHの適用推進
•CO₂排出量の少ない建設資材の開発、使用

2030ʹ͚ͨ取り組みΛਪਐ͢る͜とͰɺ৽ͨな価値͕創ग़͞Εɺ࠶ࣾࢿຊとͯ͠ྲྀೖ͠ɺࢿຊの૿େ
ʹͭな͕͍͖ͬͯ·͢ɻ
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֎෦ධՁ

ࣾɺϚςリΞリςΟと͠ ʮ্࣭ͯと٬ސຬ্ʯΛ͍ͯ͛ܝると͓りɺ事業活動ʹ͓͍ͯߴ࣭なαーϏ
スΛ提͢ڙる͜とʹΑり٬ސຬの্Λਤ͍ͬͯ·͢ɻͦのٕज़ྗとࣾձʹର͢るݙߩなͲ͔ΒɺԼهのΑ͏
なධ価ɾΛ͍͍͍ͨͩͯ·͢ɻ
ࣾ֎ධ価͕ࣾੈのத͔Βの要ʹԠ͖͑ͯͨূ໌Ͱ͋るとଊ͑ɺޙࠓスςークϗϧμーのօ͞·ʹدり
ఴͬͨ取り組みΛਪਐ͠ɺا業のΛࣾձのへとͭな͍͖͛ͯ·͢ɻ

「別埜谷橋」がfib（国際コンクリート
連合）の「審査員特別賞」を受賞

経済産業省が定める「DX認定取得
事業者」に選定

「別埜谷橋」が日本クリエイション
大賞2022「インフラ技術賞」を受賞

当社社員が海外インフラプロジェクト
優秀技術者として表彰

「令和4年度 プレストレストコンクリート
工学会賞」を受賞　
《蓼野第二橋下り線》

海建協表彰2022「第1回OCAJI
プロジェクト賞」を受賞　
《ケラニ河新橋》

CDP「気候変動レポート2022」で
「A－」認定、「サプライヤー・エン
ゲージメント評価」は2年連続で最高
評価を獲得

wis works主催の「社内報アワード
2022」においてゴールド賞1件＆
ブロンズ賞2件を受賞

アジア・オセアニア地域において、
優れたIT技術を提供する企業として
ASOCIO※から当社と日立ソリュー
ションズが共同開発した「ラクカメラ®」
がアワードを受賞

2022年7月1日

2023年1月17日

2023年3月29日 2023年4月6日 2023年5月31日

2023年2月1日 2023年3月15日

2022年10月12日 2022年11月9日

����のকདྷ૾

るͨΊɺ20��͢ݱଓతなΛ実࣋ଓՄなࣾձとࣾάϧーϓの࣋ ʮʹ2030のকདྷ૾ʯΛఆΊ·ͨ͠ɻ
ઈ͑ͣมԽΛଓ͚る事業ڥʹରԠ͍ͯ͘͠ʹɺਓجࡐ൫のڧԽ͕ඞ要Ͱ͢ɻࣾάϧーϓμΠόーシςΟ
�Πンクϧーδョンの取り組みʹྗ͠ɺͰ͋るαスςφϒϧなٕज़Λ提͖͍ͯ͠ڙ·͢ɻ

BIM／CIM、自動化技術、データ活用などによって、「SMile
生産システム※」を実現し、生産性を向上

サステナビリティ基本方針に基づき、気候変動や人権など
環境や社会の持続性に寄与する技術を社会に提供

M&Aの活用も視野に、持続可能社会に寄与するサービスや
ソリューションの提供を通じて事業領域を拡大

世界中で活躍する多様な人材を育成し、成長ドライブである
海外事業の拡大を支える基盤を構築

�ͭのʮ৽͍͠Ձʯʹ Αͬͯ͢ࢦ����の࢟
持続可能な社会の実現と当社グループの持続的な成長を遂げるために定めている「2030年の将来像」を引き続き踏襲し、
業績やサステナビリティに対する目指す姿を具体化しました。

ݱのֵ໋࣮࢈ઃੜݐ
ʙੈ࣍ݐઃੜ࢈γεςϜʙ αεςφϒϧなٕज़

るଟ༷なαʔϏε͕ઃ͔Βݐ άϩʔόϧなਓࡐ

※  SMile生産システム：3次元の設計・施工計画とIoT、AI、ロボットなどのICTを実装してデジタル化された建設現場が連携する、次世代の建設生産システム

தܦظӦܭը தܦظӦܭը

˔ 建設ੜ࢈ϓϩセスのվֵ
˔ ւ֎事業のڧԽ
˔ 事業ྖҬの֦େ

˔ ऩӹྗの্ɹ
˔ へのઓ
˔ ਓࡐʢʹਓࡒʣج൫のڧԽ

มֵのՃ ৽ͨなへ
ʙαスςφϒϧࣾձの実͚ͯʹݱʙ

2019-2021 2022-2024 2025-2027 2030のকདྷ૾

࿈݁ച্ߴ

4,033ԯԁ
2021年度実績　

4,670ԯԁ
2024年度目標

4,500ԯԁ
2027年度目標

4%(Tୡへのݙߩɹɹࣾάϧʔϓの࣋ଓతな

2022年度を初年度とする「中期経営計画2022-2024」を策定しました。
「2030年の将来像」の実現に向けて、「社会の成長」と「企業の成長」とを両立する新たな成長へとつなげていきます。

三井住友建設グループが目指す「2030年の将来像」

2030年の将来像の実現に向けて

新しい価値で「ひと」と「まち」をささえてつなぐグローバル建設企業

新しい価値で
「ひと」と「まち」を
ささえてつなぐ
グローバル建設企業

5,500ʙ6,500ԯԁ
2030年度イメージ

1

2

3

4

※Asian-Oceanian Computing Industry Organization：
アジア・オセアニアコンピュータ産業機構

12 13三井住友建設コーポレートレポート 2023 三井住友建設コーポレートレポート 2023

価値創造ストーリー 特集 価値創造の実践 重要課題への取り組み 事業活動の前提となる
重要課題への取り組み データセクションՁετʔϦʔ



தܦظӦܭը���������ʢ�����݄मਖ਼ʣ

2023年3月期の通期業績は、188億円の営業損失となり、2期連続の赤字決算となりました。今期は国内建築事業の立て
直しを最優先に取り組み、強固な経営基盤を再構築していきます。
土木事業は、過去最高の利益水準を確保しました。今期は施工体制の確保を優先し、量より質を重視した取り組みを進めます。
建築事業は、手持ち工事の消化を優先し、受注を抑制します。採算重視の方針を徹底し、施工体制の逼迫を少しずつ解消
させていくことで、体制の強化を図っていきます。
海外事業はフィリピンの大型工事をはじめ堅調に推移しており、引き続き当社の成長ドライブとして、リスク管理を徹底
しながら、着実な事業基盤の強化・規模の拡大を目指していきます。

中期経営計画修正の背景

3つの基本方針と施策

業績および目標

業ඪ� （億円）

����
தܦظӦܭը����Ŗ����

���� ���� ���� ���� ���� ����

࿈݁ച্ߴ 4,033 4,586 4,630 4,670 4,360 4,400 4,500

ʢࣾʣࠃ 910 1,041 1,050 1,010 950 950 950

ஙʢࣾʣݐࠃ 1,680 1,822 1,730 1,690 1,430 1,400 1,460

ւ֎ 691 927 970 1,020 1,050 1,100 1,140

άϧʔϓձࣾࠃ 752 796 880 950 930 950 950

࿈݁Ӧ業རӹ
ʢརӹʣ

˚��
˚����

˚���
˚����

���
����

���
����

���
����

���
����

���
����

*,1ࡒ

����

▶
தܦظӦܭը����Ŗ����

���� ���� ����

30& ˚���� ˚����� ��Ҏ্ ��ˋҎ্

૯ؐੑݩ ʵ ʵ ��ˋఔ ��ˋఔ

当社は2023年3月期に、国内大型建築工事において多額の損失を計上しました。建築事業全般における業績悪化も考慮し、
「中期経営計画2022-2024」に業績改善施策を追加策定し、それらを踏まえた2027年度までの経営数値目標の見直しを実施
しました。
最優先課題は当該工事におけるさらなる損益悪化の防止、建築事業の業績改善です。また、工事代金の回収促進による
資金収支の改善、政策保有株式の縮減を含む資産のスリム化も合わせて、財務体質を改善していきます。

建築事業の業績悪化を受け、基本方針1「収益力の向上」において、具体施策として「国内建築事業の業績改善」を新たに追
加しました。

ᶃ डྗのڧԽ
ᶄ ݱྗのڧԽ 
ᶅ ࠃ建ங事業の業վળ Ճ施

策

ຊํج � ऩӹྗの্

� ऩӹྗの্ � へのઓ � ਓࡐʢʹਓࡒʣج൫のڧԽ
ᶃ αスςφϒϧࣾձʹ͚ͨ取り組みの

Խڧ
ᶄ ւ֎事業の֦େ

ʙڌのཱࣗとωοトϫークڧԽʙ
ᶅ 建設ੜ࢈シスςϜのਂԽ

施
策

ᶃ μΠόーシςΟ�
ɹ Πンクϧーδョンの実ݱ
ᶄ Τンήーδϝントの্
ᶅ ਓࡐのҭ

施
策

施策①　受注力の強化
事業ごとに良質な受注環境の維持向上を図り、競争優位性を創

出していきます。
事業 ��優位技術であるPC橋梁を軸に、市場が大きいトンネ

ルや成長分野のエネルギー関連施設に注力します。
ங事業ݐ 業績改善に向けて、競争優位性の高い分野を軸に良質

な案件受注に注力します。
ւ֎事業 国内優位技術の積極的な展開などにより、当社の成長

ドライブとして受注規模を拡大していきます。
これらの受注戦略を、デジタル活用の高度化や原価力強化などで
支えていきます。

施策②　現場力の強化
現場がコア業務に集中できる体制を構築します。安全・品質・工

程・原価管理という「現場力の強化」によって工事リスクの最小化を図
り、安定的な工事収益を確保します。BIM／CIMによる仮想竣工な
どデジタル化を推進し、現場力を支えていきます。

施策③　国内建築事業の業績改善
利益率改善に向け、国内大型建築工事において下記の施策を実

施します。早期の業績改善を実現すべく、グループの総力を挙げ
各施策の実行・運用を徹底していきます。
ԉମ੍のࢧݱମ੍ඡഭのվળɾࢪϓϩセスʹ͓͚るʮࢪ ��

ஙʯߏ࠶
2� डϓϩセスʹ͓͚るʮΨόφンスڧԽɾ࠷దなポートϑΥリΦ

ஙʯߏ
3� ड͔Βॡの֤ஈ֊ʹ͓͚るʮརӹֹɾརӹΛ࠷༏ઌとͨ͠

ඪཧのపఈʯ
［P.30～31　建築事業部門］

ੑのํޙࠓとگঢ়ظຊํʹ͓͚る�����݄ج

事業ࠃ

͞Βなる ʢ࣭རӹʣの্

ྊなͲの༏Ґٕज़Λڮ1$
࣠ʹࣾશମの業ΛݗҾ

ਟԽɺΠンϑϥվमΛ͍෩とͯ͠ڧࠃ
ௐʹਪҠݎ

˝

前
期

ங事業ݐࠃ

վֵߏ

Ұ࣌తʹडنΛॖখ͠ɺ
վֵʹΑͬͯ業վળΛՌͨ͢

Λ͡Ίとͯ͠ɺ্ܭ事のଛࣦ建ஙܕେࠃ
業͕େ෯ʹѱԽ

˝

前
期

େنమಓඋ事業のडʢϑΟリϐンʣɻ
ΞδΞࢢのコϩφՒ͔Βのճ෮

ւ֎事業

事業֦େ
˝

ίϩφՒ͔Βのؾܠճ෮Λ౿·͑ɺ
事業نのճ෮ɾ֦େ

前
期

連結営業利益

2021 2022

2023 2024 2025 2026 2027 2030 （年度）△75億円△75億円

△188億円△188億円

130億円130億円 160億円160億円 167億円167億円 183億円183億円 200億円200億円

中期経営計画
２０1９－２０２１

中期経営計画２０２２－２０２４ 2030年の将来像実現に向けて

構造改革／業績改善

計画見直し

業ѱԽのओ要Ҽ
ʢݟ͠のഎܠʣ

ରࡦ
ʮऩӹྗの্ʯʹ Խ͓ΑͼՃڧのࡦࢪる͢ࢿ ࢟͢ࢦ

ʹ事建ஙܕେࠃなߴ
͓͚るଟֹのଛ্ࣦܭ

࣭の֬อɺఔཧΛపఈ͠ɺ
͞ΒなるଛӹѱԽࢭʹ取り組Ή

ݩのݻڧな
事業ج൫ߏங

ʴ
কདྷʹ͚ͨ

্業価値のا
มԽ͢る事業ڥへのରԠのΕʹ

Αる建ங事業શൠの業ѱԽ
建ங事業の業վળʹߏ͚ͨ造վֵΛ実ࢪ

ʢదਖ਼なࢪମ੍ߏஙɺ取り組みҊ݅のߜりࠐみɺརӹ重ࢹのඪཧʣ
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தܦظӦܭը���������ʢ�����݄मਖ਼ʣ ઓུࡒ

財務計画

投資計画

2023年から2027年の5年間で、着実な利益計上および工事代金の回収によ
り営業キャッシュ・フローを積み上げ、有利子負債の縮減に努めます。成長投資
や事業環境の変化に対応できる、財務基盤の健全化を早期に実現します。
そのための施策として、①キャッシュコンバージョンサイクルの短縮、②継続

的な成長投資、③D／Eレシオ1倍以下を意識しつつも柔軟な資金調達、という3
点を実施していきます。

現在の手持ち工事の資金需要などを
鑑み、計画を2027年度までの5カ年
で総額400億円規模に修正しました。
投資内容に大きな変更はありませんが、
効果がより見込まれる分野については、
集中的な投資を行っていく計画です。

ຊํج � へのઓ

ຊํج � ਓࡐʢʹਓࡒʣج൫のڧԽ

施策①　サステナブル社会に向けた取り組みの強化
再生可能エネルギー発電や低炭素素材の使用など、芽が出始め
た分野を中心に投資を行います。これらを、サステナブル技術で
選ばれる建設会社としての成長につなげていきます。

施策②　海外事業の拡大 
引き続き事業基盤を強化しつつ地域と共に成長を図り、2030年

には2,000億円規模への事業拡大を目指します。
2022年に当社グループに加わったAntara Koh社もPMIが順
調に進捗しており、さらなる当社とのシナジー創出に努めていき
ます。

施策③　建設生産システムの深化 
現場の工業化・自動化を推進することにより、提供価値を追求し

ます。SMile生産システムの実現に向けた取り組みを継続し、生産
性の向上・ゼロ災害の実現・品質の確保につなげていきます。また、
ロボットの活用による製造の自動化、水素の活用による部材製造
におけるCO₂削減が着実に進捗しています。
全国に製造拠点を有するなどの独自性を活かし、プレキャスト
技術を起点としたさらなる優位性を創出していきます。

施策①　ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の実現
すべての社員がやりがい・働きやすさ・成長を実感でき、幸福
度を高められる職場環境を実現します。多様な人材が多様な働き
方で多様なキャリアを形成でき、そこから生まれる多様な価値
観・スキルを企業が活用することで、人材と企業のパフォーマン
スを最大化できる好循環を目指します。

施策②　エンゲージメントの向上 
定期的な社員アンケートを実施し、回答を反映したさまざまな

取り組みを実践していくことで、持続的なエンゲージメント向上
を図ります。
企業が成長すれば社員の幸福度も高まり、エンゲージメントは

さらに向上します。当社は、企業が重要な課題に直面している時
こそエンゲージメントはより大きな推進力になるとの認識を持ち、
これに注力しています。

施策③　人材の育成
デジタル人材やグローバル人材の育成を推進します。「新たな
成長」の実現を牽引する人材の育成・確保は、足元の業績改善・将
来の成長の源泉になると認識し、一層注力していきます。

ੑのํޙࠓとگঢ়ظຊํʹ͓͚る�����݄ج

前
期

ྀٕज़の実༻Խਪਐɻڥ
ੜՄΤωϧΪー事業のਪਐ࠶

49のਪਐ

ʮબとूதʯʹ Αるࢿ
˝

ਫ্ଠཅޫൃి事業の֦େܧଓɻ
αεςφϒϧٕज़Ͱの༏Ґੑཱ֬

前
期

ੜ্ੑ࢈ɾলྗԽʹ͚ͨ
デδタϧٕज़の実༻Խ͕ਐ

%9のਪਐ

ੜ্ੑ࢈ɾ業ϓϩηεมֵʹ͚ͨ
ࢪ࣮ʹΛूதతࡦࢪ

˝

σʔλυϦϒϯܦӦの࣮ݱɻੜੑ࢈の্ʗ্࣭

前
期

ϩーΧϧਓࡐのੵొۃ༻ʹΑる
Խਪਐڧ൫のج

ւ֎事業

事業֦େ
˝

ࣾのʮυϥΠϒʯとͯ͠ઓུతʹ事業نΛ֦େ

ੑのํޙࠓとگঢ়ظຊํʹ͓͚る�����݄ج

前
期

%�*ਪਐઐ෦ॺの৽設ɻ
%�*ポリシーのࡦఆʢ2023�݄ࡦఆʣ

μΠόʔγςΟ�ΠϯΫϧʔδϣϯのਪਐ

ݩの事業ج൫のߏ࠶ஙɺ
কདྷのا業Ձ্のૅとなる
ਓجࡐ൫のڧԽʹྗ

˝

前
期

ઐਓࡐの࠾༻ਪਐɻ
ࣾコϛϡχέーションπーϧのඋ֦ॆ

%9のਪਐ

ੜ্ੑ࢈ɾ業ϓϩηεมֵʹ
ࢪ࣮ʹΛूதతࡦࢪ͚ͨ

˝

*5ϦςϥγʔϨϕϧのఈ্͛ɻσδλϧਓࡐのҭʗ֬อ

前
期

)%$のタΠڌの設ཱʹΑり
άϩーόϧਓࡐҭΛਪਐ

ւ֎事業

事業֦େ
˝

事業نʹ߹Θͤͨݻڧなւ֎ਓجࡐ൫のߏங

株主還元

•安定的な配当の実施　
•機動的な自己株式取得

財務規律を
意識した資金調達、
政策保有株式の縮減 など

事業成長と
売上高・利益率の

向上

成長投資

営業キャッシュ・フローの
創出

•既存事業のさらなる強化、成長
•中長期目線による成長投資

総還元性向50%を目安
概ね190億円程度

（5年間）

成長投資400億円
（2027年度まで）

資金調達
（銀行借入、政策保有株式の売却など）

D／Eレシオ1倍以下を目安

株主還元

当社は、安定的な配当政策の維持を
基本としています。企業体質の強化
および事業展開に備えて内部留保の
充実を図りつつ、業績と今後の経営
環境を総合的に勘案して利益配分を
決定します。
中期経営計画2022-2024の株主還

元は、総還元性向50％を目安に、自
己資本配当率（DOE）3％を下限値とし
て、安定した株主還元を実施してい
きます。

ը（キャッシュフロー見通し〈概要〉）ܭࡒ

���� ���� ���������
ʢ�߹ܭʣ

Ӧ業$' 100 △161 1,200 程度

ࢿ$' △130 △35 △250 程度

'$ࡒ △21 142 △760 程度

༗རࢠෛߴ࠴ 648 843 270 程度
（2027年度末）

4.JMFੜ࢈シスςϜの実ݱ
ʢ建設%9のਪਐʣ

ڝ૪ྗ্のͨΊのٕज़։ൃ
事業ج൫のڧԽɺ事業نの֦େ

ਓؔࡐ࿈ʢάϩーόϧਓࡐɺ%9ਓࡐ
のڭҭɾ֬อʣ

ใԽɺใセΩϡリςΟڧԽ
ͦのଞ 設උࢿ

ૉࣾձʹد༩͢る事業
ࣾձΠンϑϥのڧਟԽण໋Խ

༩͢る事業دʹ
建設事業のʹد༩͢る建設प

ลྖҬ事業

�̍ �ࢿԽのͨΊのڧઃ事業ݐ
���ԯԁ

�̏ �ࢿԽのͨΊのڧ൫ج ���ԯԁ

�̎��৽نɾपลྖҬ事業
ਪਐのͨΊのࢿ� ���ԯԁ

����ʙ����·Ͱの
�ؒͰ

نࢿʢ૯ֹʣ���ԯԁ

のਪҠݩओؐג

ग़͞ΕるΩϟογϡɾϑϩʔとۚࢿௐୡʹΑる࠷దなࢿຊߏ（成長投資と株主還元）

還元総額（億円）

2021 2022 （年度）20272020201920182014

8億円
（5円）

2015

16億円
（10円）
16億円
（10円）

2016

24億円
（15円）
24億円
（15円）

2017

29億円
（18円）
29億円
（18円）

15億円

39億円
（24円）
39億円
（24円）

38億円
（24円）
38億円
（24円）

5億円 10億円

28億円
（18円）
28億円
（18円）

31億円
（20円）
31億円
（20円）

22億円
（14円）
22億円
（14円）

10億円

配当総額（1株当たりの配当金） 自己株式取得額

0

10

20

30

40

50

・安定的な配当政策維持
・連結総還元性向50%程度

▲

DOE3%
（下限）

※2016年度以前の1株当たり配当金については、2017年10月に実施した株式併合を考慮
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ද取కࣾɹ

ۙ౻ 重හ

信頼の回復と、次なる成長を目指し、
全社的な改革を推進していきます。

2022年度における当社グループの業績は、現在施工中の
国内大型建築工事において多額の工事損失を追加計上したこ
となどにより、2期連続の赤字決算となりました。株主の皆さま
をはじめ、多くのステークホルダーの皆さまに多大なるご心配
とご迷惑をおかけすることになりましたことを深くお詫びいた
します。
さて、当社は、事業環境の急激な変化や戦略の進捗状況を
踏まえ、2023年5月に建築部門の大幅な業績悪化を受けた
追加施策を策定し、これらを反映させて「中期経営計画2022-
2024」の見直しを行いました。
新たに策定した方針として、国内建築事業においては、受注
量を大幅に抑制し、高水準で推移している手持ち工事の消化を
進め、適切な施工体制の確立に取り組む一方、堅調に推移し
ている国内土木事業および海外事業については、引き続き着
実な展開を図ります。そして、中期経営計画の最終年度となる
2024年度と、さらに3年後の2027年度の連結売上高水準を
同程度と設定し、この間に安定的な収益を創出できる事業体制
の再構築を進めていきます。
2023年度の業績は、売上高は概ね前期並みとし、営業利益

は黒字へと転換する見込みです。財務面では、資金収支の改
善、政策保有株式の縮減などによる資産のスリム化を進める
ことで、健全な財務体質の早期構築を目指し、業績回復に向
けた経営基盤の強化を図っていきます。

ࣾϝοηʔδ

はじめに

͚ͯʹ্業Ձا

業価値اతなظଓతなとத࣋ʹԠ͑ɺظେ͖͘มԽ͢るதͰɺスςークϗϧμーのօ͞·の͕ڥӦܦ
ɻ͢·͍ͯ͑ߟへの取り組み͕Αり重要ʹなると্ຊޮࢿと্るʹɺऩӹੑの͢ݱΛ実্

株価がPBR1倍を割れる状況が継続しており、企業価値を毀
損している状態

● 政策保有株式の残高を2024年度ま
でに2022年度比50%まで縮減
● 早期に連結純資産比率を20%以内
とするとともに、将来的には10%
以内を目指す

● 事業領域毎の施策の実行
　①受注力の強化
　②現場力の強化
　③国内建築事業の業績改善
● 市場ニーズが高まるサステナビリティ
関連等への成長投資の継続
● 必要性を見極めた一般管理費の削減

● 政策保有株式を2024年度までに
50％まで縮減（2022年度比）

● CCC（キャッシュコンバージョンサイ
クル）の短縮による資金収支の改善

● 資本コストを意識した資産効率化の
推進
➡ 投資の「選択と集中」など

● 財務規律（D／Eレシオ1倍以下）を
意識した最適資本構成への改善

● 成長投資とリスクに備えた自己資本
（＝株主資本）水準を確保

当社のROE水準は市場の求める株主資本コスト（当社自己認
識6～7%）を大きく下回っている

●収益力の向上　●資本効率向上
➡ ROEの向上を目標に掲げ、企業価値の向上を目指す

● 企業価値を最大化するための資本コストを意識した経営
● 株主資本コストを上回るROE水準の早期実現
● 株主との対話推進と実施状況の開示

認識する課題と優先すべき経営課題

ROE（自己資本利益率）向上のための3つの基本方針

コーポレートガバナンスのさらなる強化

Ӧ課題ܦ �

ࡦอ༗ࣜגのॖݮ

Ӧ課題ܦ �

༏ઌ͖͢ܦӦ課題

� ऩӹྗの্ � のεϦϜԽ࢈ࢿ � ߏຊࢿదな࠷

30& ਫ४ඪ

202�

��Ҏ্

202�

�0�Ҏ্

2030

�2�Ҏ্

●調査委員会により原因究明および再発防止策を策定

事ʹ͓͚るஙݐܕେࠃ
ଛࣦൃੜのݪҼ͓໌ڀΑͼൃ࠶ࢭ

0

100

200

300
（億円） （%）

2020 2021 2022 （年度）2025201920182017

122122
203203

147147 186186 206206 191191
9696

15

21

14
17
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27

12

政策保有株式残高 連結純資産比率

50%
縮減

0

10

20

30

ࡦอ༗ࣜגの͓ߴΑͼ࿈݁७࢈ࢿൺのਪҠ
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業績回復に向けて、最優先課題として国内建築事業
の立て直しに最注力します。
損益悪化の主要因となっている国内大型建築工事に

ついては、本店を中心とした特別対応チームを設置し、
施工全般に対する支援や技術的な指導を実施していま
す。毎週、現場・特別対応チーム・支店・本店をつな
ぐ定例会議を行っており、継続的課題の対応フォロー
や、新たに発生する問題についても早期に解決できる
体制を整えているほか、私自身も毎月現場に足を運ん
で状況を確認しています。今般、外部の有識者に参画
していただき、新たに調査委員会を設置して、客観的
な立場からの助言などを得ることにより、原因究明と
再発防止策をより確実なものとし、さらなる損失発生
を防止していきます。
国内建築事業全体の利益改善に向けた改革としては、

逼迫する施工体制を改善するための施策を進めるとと
もに、本支店によるバックアップなど、現場支援体制を

再構築していきます。また、今回の業績悪化の要因の
一つには、受注量の確保を優先するあまり、受注時に
おける見積や設計、施工の検討が十分に徹底されてい
なかったことが挙げられます。こうした問題を改善する
ために、厳格な受注審査を行うための判定会を新設し、
受注プロセスにおけるガバナンスの強化を図っています。
さらに、受注から竣工までの各段階において、採算性
を最優先とした目標管理を徹底していきます。
ここしばらく、国内建築事業においては、利益改善
が何よりも重要なテーマとなります。利益改善に向け
た改革にリソースを集中させるため、一時的に受注量
を大幅に抑制し、手持ち工事を着実に進行させていき
ます。一方、市場に目を向けると、老朽化などにより
建て替え時期を迎える建物も多く、企業の設備投資も
復調傾向にあるなど、足元の事業環境は堅調であると
感じています。今回の業績悪化を機に抜本的な改革を
進め、収益力向上のための体制を再構築していきます。

国内土木事業については、2022年度に過去最高益
を達成するなど、堅調に推移しています。国内トップク
ラスのシェアを持つPC橋梁をはじめ、高速道路橋の大
型リニューアル工事である床版取替工事において超高
耐久床版※1を開発するなど、業界屈指の技術力は高く
評価されています。今後も競争力を維持して優位性を

さらに強化するとともに、トンネルやシールドなどの利
益生産性の高い分野にも注力します。当社の成長を支
えるコア事業として、「さらなる質の向上」を目指して着
実な事業展開を進めていきます。

当社の成長ドライブとして位置付ける海外事業につい
てはコロナ禍による影響からの回復が鮮明で、2022
年度の海外事業は大幅な増収増益を果たし、売上高は
過去最高の水準を確保しました。現在、アジアを中心に
14カ国※2で事業を展開しており、国内外4拠点にHDC
（グローバル人材開発センター）を開設してローカルコ
ア社員や経営幹部の育成に力を入れるなど、中長期的
な視点に立ったグローバル戦略を進めています。2022
年度からは、シンガポール現法の社長にローカル幹部を
登用しています。
国内の土木系エンジニアをアジアの国々に直接派遣

するなど、プレキャストを中心とした技術の海外展開に
も積極的に取り組んでいます。国内で培った技術や経
験を強みに、世界の国々でも高品質な工事を追求し、
競争優位性を高めていきます。また、2022年2月に
子会社化したシンガポールの海洋土木系会社、Antara
Koh社との連携を深め、大型橋梁工事における競争力
の強化や受注機会の拡大、さらには海洋土木市場への
参入などの取り組みを進めていきます。
海外事業は、2024年度に連結売上高1 ,000億円を

目標としており、さらに2030年には2 ,000億円を目
指しています。

最優先課題として、国内建築事業の立て直しに注力

過去最高益を達成し、好調に推移する国内土木事業

成長ドライブとして位置付ける海外事業における展開

業ճ෮ʹ͚ͨ৽ͨなํ

※2 2022年度現在

※１ PC鋼材の代替としてアラミド繊維を束ねた材料を使用し、超高耐久を実現し
たプレキャスト床版（Dura-Slab®）

私たち建設会社にとって、「人」こそが最大の財産で
あることは言うまでもありません。私の理想とする企
業像は「社員が当社で働くことの幸せを実感できる会社」
「会社は社員や関係者が幸せになるために存在してい
る」と考え、社員一人ひとりの想いを理解するために、
2021年4月の社長就任以来、多くの支店や現場に足
を運び、社員の生の声に耳を傾け、経営に反映すると
いう姿勢で取り組んできました。
このような対話を重ねる中で、私なりに感じたことが
いくつかあります。その一つは、多くの社員は当社で働
くことにプライドと自信を抱いていること。これは当社

の長い歴史の中で培われてきた実績や伝統によるもの
だと思います。しかしその一方で、社員が自らの夢を
実現することや、そのために行っている一つ一つの仕事
に対しては、必ずしもやりがいを感じているとは言い切
れない状況がしばしばあることにも気づかされてきまし
た。その要因の一つが、建設業ならではの、強い統制
を利かせながら、上意下達で業務をこなしていく仕事の
やり方であると感じています。業績回復に向けて新たな
一歩を踏み出そうとしている今、こうした仕事のスタイ
ルを変えていく絶好の機会であると考えています。
そうした背景から、今年6月に、「全社員が存分に『活

「社員が当社で働くことの幸せを実感できる会社」を目指して
தظతなΛݟਾ͑ͯ
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2023年10月
代表取締役社長

「人材の育成」については、多様な人材が活躍できる
環境づくりに引き続き力を注いでいきます。人材の確保
では、国内における外国籍人材の採用に加えて、海外
大学からの直接採用などにも取り組んでいます。課題
となっている女性活躍の推進では、女性管理職を育成す
るためのプログラムを立ち上げました。このようなダイ
バーシティ＆インクルージョン（D&I）に係る取り組みを幅
広く展開していくために、2022年度にD&I推進部を新
設しています。若手の育成に関しては、自発的・主体的
に考え社内外に発信し行動して自ら結果につなげる力
を向上させることを目的に「コア人材育成研修」を導入し
ました。また、社員が意欲を持って働ける環境を整える
ために、処遇改善についても継続して実施しています。
人材基盤を継続的に強化していくためには、「社員エ

ンゲージメントの向上」も重要な課題です。社員がやり
がいをもって仕事に取り組めるように、一昨年度から
「社内公募」による人事異動制度を始めています。今年
度からは、新事業のアイデアを広く社内から募集する

「社内アイデア公募制度『Plus One Challenge』」をス
タートさせ、新規事業のシーズとしてこれから育ててい
きます。また、風通しのよい風土づくりの一環として、
社長の私に直接意見を伝えられる仕組み「オピニオン
ルーム」※3も導入しています。
多様な価値観を持つ社員一人ひとりがやりがいを

もって多様な働き方をしていくためには、風通しのよい
フラットな企業風土づくりが欠かせません。社長として
その先頭に立ち、今こそ改革を推進していきたいと考
えています。

当社は、国内建築事業における多額の工事損失に
よって業績悪化に陥りましたが、国内土木事業および
海外事業は順調に推移しており、サステナビリティ関連
の新規事業についても積極的な展開を図っています。
また、ガバナンス強化の観点から、取締役会については、
今年度から過半数の社外取締役を選任しており、取締役
間の相互牽制機能を強化しました。加えて、経営会議に
ついても、報告主体ではなく、議論中心に運営すること
で、活性化を図り、担当部門外の役員からの質問件数も
増えるなど、自由闊達な議論の場になってきています。
今回、見直しした「中期経営計画2022-2024」の基本
方針は、次期中期経営計画においても踏襲していきつ
つ、業績回復や業務改革の進展度合いを見ながら次な

る成長を見据えた、より積極的な施策も打ち出してい
きたいと考えています。
先ほど企業風土のことにふれましたが、今回の業績
悪化の遠因の一つに風通しのよくない組織体制面の影響
などもあったのではないかと感じています。その意味
でも、今こそが全社的な改革に踏み出していく時期で
あると考えています。「社員が当社で働くことの幸せを
実感できる会社」。この理想の姿に向かって、社員の
気持ちを一つにして改革を推進していきます。それが
1日でも早い業績回復につながり、ステークホルダー
の皆さまの期待にお応えすることだと信じています。
皆さまには大変ご心配をお掛けしていますが、これから
も厚いご支援を賜りたいと願っています。

「働き方改革」においては、福利厚生制度の充実や多
様な働き方のための制度づくりなど、さまざまな施策を
進めています。なかでも早急に取り組むべき課題と考
えているのが、最前線である現場での改革です。現場
の社員たちが安全や品質、工程、原価の管理といった
コア業務に集中できるように、本支店によるサポートな
どの施策を進めています。
しかし、これらの課題は逼迫する業務の一部を内勤に

移管すれば解決できるというものではないと思います。
先程の業務改革プロジェクト「K3プロジェクト」などを通じ
て、業務の在り方を根本から改革していくために議論を
重ね、それを踏まえたうえでDXを推進することで、改
革を加速させていこうと考えています。2024年4月か
ら、建設業にも時間外労働の上限規制が適用されます。
すべての社員が、ワークライフバランスを実感できるよ
う、仕事に取り組める環境づくりに注力していきます。

多様な人材がやりがいをもって活躍できる
風通しのよいフラットな企業風土づくり

ステークホルダーの皆さまの信頼に応えるために

最前線の現場を起点に、働き方改革と業務改革の二つの改革を推進

※3  社内ネットワーク上に設置した社長への意見箱。2021年10月の設置以来、
100を超える意見が寄せられています

当社が社会と共に歩み持続的な成長を遂げていくた
めには、サステナビリティへの取り組みがとても重要な
経営テーマとなります。特に建設業ではビジネスプロ
セスの多くの場面で環境課題と密接に関わります。設
計や施工はもちろん、環境負荷の少ないサスティンク
リートⓇ※4などの原材料から、ZEB／ZEH※5といった施
設の運営まで、多様なプロセスにおいてサステナビリ
ティへの取り組みを進めています。
また、サステナビリティをビジネスチャンスと捉えた新
規事業も積極的に展開しています。なかでも新たなビジ
ネスとして芽吹きつつあるのが水上太陽光発電事業で
す。当社では、水上設置型の太陽光発電用フロートを独
自に開発し、既に全国6カ所で自社運営しています。
2022年11月には、当社としては初となるオフサイト
コーポレートPPA事業※6を、大阪府泉佐野市の農業用た

め池で開始しました。さらに東京湾で、国内初となる洋
上太陽光発電の実証実験も予定しています。
このほか再生可能エネルギー分野では、浮体式の洋上
風力発電にも取り組んでいます。仏国BW Ideol社が国
内で進める事業性評価プロジェクトに参加し、コンクリー
ト製浮体基礎の建造において、市場の期待に応える経済
性および工期の実現が可能であることを確認しました。
これら新規事業の創出は、当社が中長期的な成長を
果たしていくために欠かすことのできない事業戦略で
す。今後も、資本効率を意識しながら、成長が見込ま
れる分野については集中的に投資を行っていきます。

サステナビリティを新たなビジネスチャンスへ、新規事業の展開
ࣾձと࣋ʹڞଓతなΛ͍͛ͯͨ͘Ίʹ躍』し、『効率的』な働き方で、より良い『結果』を出す

K3な企業」を目指すことをコンセプトとした、組織横断
的な業務改革プロジェクトである「K3プロジェクト」を立
ち上げました。全社的な課題（業務効率化、働き方改革、
フラットな企業風土づくりなど）に対し、全社から意見、

改革案を収集して、改革計画を策定し、短期間で実行
することにより、社員一人ひとりが自らの発想で、こ
れまでになかったアイデアや業務の進め方に、果敢に、
しかもスピード感をもって主体的にチャレンジできる環
境を整えていきたいと考えています。

※4  材料に由来するCO₂排出量を40%～最大90%削減する環境配慮型コンク
リート

※5  Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）／Net Zero
Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略称。消費する一次
エネルギーをゼロにすることを目指した建物

※6  発電した電気を送配電ネットワーク経由で電力需要施設に送る電力購入契約
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